
1　組織の変遷

昭和45年相月1日

所長事務取扱者

（県民生活部長）

○設置条例施行

昭和46年5月1日

所　　長

○テレメーター準備室設置

昭和47年5月1日

所　　長

庶　　務　　課（2）

第　　　　　科（4）

第　　　　　科（5）

〔計13人、内兼務1人〕

庶　　務　　課（4）

第　　　　　科（8）

第　　　　　手斗（7）

○研究部に第三科を設置、テレメーターー準備室をテレメーター室に改称

昭和48年了月1日

所　　長一次　　長

昭和50年5月1日

所　　長一次　　長

研（巽）部「芸
テレメーター室（4）

務　　課（4）

科（9）

科（6）

科（5）

〔計25人〕

〔計30人〕

○次長職を設置、研究部を大気騒音部鼻水質部に改編、それぞれに第一科t第二科を

置く

大気騒音
（15）

水　　質
（14）

部　「

部　「

テレメーター室（5）

○大気騒音部・水質部各科の名称を変更

大気（讐）音部　「

水（莞）部　「

テレメーター董（5）
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〔計40人〕

〔計40人〕

庶　　務　　課（4）

第　　　　　科（9）

芳　　　　　村（5）

第　　　　　科（7）

第　　　　　科（6）

庶　　務　　課（4）

特殊公害科（7）

大　　気　　科（6）

河川水質料（8）

工場排水科（6）



昭和54年4月1日

所　　長一次　　長

昭和57年4月1日

所　　長一次　　長

昭和58年4月1日

所　　長一次　　長

平成元年4月1日

所　　長一次　　長

○テレメーター重を環境部大気保全課に移管

大気騒音部
（15）

水　　質
（15）

‾‾‾‾＿二

部　「

○庶務課を庶務部に改称、廃棄物部を設置

庶　　務

大気騒音
（14）

水　　質
（14）

廃　棄　物
（7）

部（4）

部　「

部　「

部　「

○水質部に生活排水グループを設置

庶　　務　　部（4）

大気騒音
（13）

水　　質
（15）

部　「

部「

廃雫7㌘部　「

庶　　務　　課（4）

特殊公害科（8、内兼務1）

大　　気　　科（6）

河川水質料（8）

工場排水科（6）

〔計36人、内兼務1人〕

特殊公害科（7）

大　　気　　科（6）

河川水質料（7）

工場排水科（6）

一般廃棄物科（3）

産業廃棄物科（3）

特殊公害亭斗（7）

大　　気　　科（5）

河川水質料（7）

工場排水亭斗（5〕

生活排水グループ（2）

一般廃棄物科（3〕

産業廃棄物科（3）

○水質部の生活排水グループを廃止し、土壌水質グループを設置

庶　　務　　部（4）

大気騒音部
（13）

水　　質
（12）

「

部「

廃雫8㌍部　「
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特殊公害科（6）

大　　気　　科（6）

河川水質料（5）

工場排水科（5）

土壌水質グループ（2）

一般廃棄物科（3）

産業廃棄物科（4）

〔計41人〕

〔計41人〕

〔計39人〕



平成2年4月1日

所　　長一次　　長

平成5年4月1日

所　　長一次　　長

平成8年4月1日

所　　長一副所長

○大気騒音部の各科を改編し、大気環境科・大気発生源科・騒音振動科を設置、水質

部を水質土壌部に改称

庶　　務　　部（4）

大気（讐）音部「

水質（去）壌部「

廃雫8㌢部　「

大気環境手斗（6）

大気発生源科（3）

騒音振動寿斗（3）

河川水質料（5）

工場排水寿斗（5）

土壌水質グループ（2）

一般廃棄物科（3）

産業廃棄物科（4）

○土壌水質グループを廃止し、環境工学担当グループを新設

庶　　務　　部（4）

大気騒音部
（12）

水　　質
（11）

廃　棄　物
（8）

「
部　「

部　「

環境工学担当グル血プ
〔4）

○次長職を廃止L、副所長職を新設

庶　　務　　部（5）

大気騒音部
（12）

水　　質　　部
（11）

廃　棄　物
（8）

‾‾丁二＿‡芋

「
部　「

環境工学担当グループ
（4）
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大気環境科（5）

大気発生源科（3）

騒音振動事斗〔3）

河川水質料（5）

工場排水科（5）

一般廃棄物奉斗〔3）

産業廃棄物寿斗（4）

大気環境科（5）

大気発生源科（3）

騒音振動寿斗（3）

河川水質料（5）

工場排水科（5）

一般廃棄物科（3）

産業廃棄物科（4）

〔計40人〕

〔計41人〕

〔計42人〕




